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当社米国子会社のアビオニクス事業に係る 

米国司法省および米国証券取引委員会との合意について 
 

当社および当社米国子会社であるパナソニック アビオニクス株式会社（以下、PAC）は、米国証券

取引委員会（以下、SEC）および米国司法省（以下、DOJ）と、PAC の事業に対する調査に関して合意

に至りました。本調査については、2017 年 2 月 2 日付リリースでお知らせしています。 

 

PAC は、DOJ および SEC から、連邦海外腐敗行為防止法およびその他の米国証券関連法に  

基づき、航空会社との特定の取引およびその取引に関連するエージェントやコンサルタントの起用に

関する活動について調査を受けていました。 

 

当社および PAC は、上記の合意に基づき、米国政府に対し合計 280,602,830.93 米ドルを支払い 

ます。なお、今回の制裁金の支払いによる 2017 年度の連結業績予想への影響は、2017 年度第 3

四半期までに引当て済みのため、重要なものではありません。 

 

PAC は、第三者によるコンプライアンスに関するモニタリングを今後 2 年間受け、その後、さらに 

１年間、コンプライアンスに関する自主報告を DOJ に対して行うことで合意しました。それに加え、 

当社は、PAC の企業風土の改革に向け、幅広いコンプライアンスおよび内部統制の強化を監督しま

す。これらの措置には、PAC 経営陣の刷新および第三者のエージェントやコンサルタント起用の削減

や管理強化が含まれています。 

 

当社は、この度の事態を真摯に受け止め、グループ内のコンプライアンス意識を高めると共に、 

グローバルに子会社への監督を強化して参ります。 

 

 
 

以 上 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 

本プレスリリースには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレ

スリリースにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当しま

す。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基

づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因に

よる影響を受ける恐れがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示

的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異な

る結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレスリリースの日付後において、将来予想に関する記

述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の

提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。 

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるもので

はありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参

照ください。 

 

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向 

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動 

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよび 

価格が影響を受ける可能性 

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コ 

ストで投入することができない可能性 

・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性 

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の取 

引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む） 

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性 

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない） 

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産 

などの非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化 

・ネットワークを介した不正アクセス等により、パナソニックグループシステムから顧客情報・機密情報が外部流出する、 

あるいはネットワーク接続製品に脆弱性が発見され、多大な対策費用負担が生じる可能性 

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に 

混乱を与える可能性のある要素 

 

 


